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はじめに (災害対策委員会の活動)

当協会 災害対策委員会について

■ 2011年3月に発生した東日本大震災以降、国民の災害に対する意
識、防災に関する意識は大きく変容した。そのことにより各自治体は
もちろん、職能団体や医療、福祉の現場でも災害対策の体制整備を強
化している。

■ 2011年6月の日本協会全国大会和歌山大会で、予定していた基調講
演を変更し「日本協会の災害支援体制と支援活動の報告」をしたこ
と、2012年12月には日本協会課題別研修で「精神保健福祉士による
災害支援活動に関する研修」にも協力し和歌山県で開催してきた。

■ 2014年度の活動より、当委員会を発足し県支部並びに県協会の災害
対策計画の作成に向けた協議や、協会員の意識喚起、日頃からのネッ
トワークの構築、定期的な研修会、啓発活動を検討する活動を継続し
てきた。



はじめに (これまでの活動等)
和歌山県ＰＳＷ ✖ 『災害支援に関する研修会等』

年度
担当委員会 実施日 時間 テーマ 講師 参加者

西暦 和暦

2011 H23
定例研修委員会 2011/11/5 土 15-17 「台風第12号による災害の現状とこころのケア」 栗田、中川 28名

県民学習委員会 2012/2/18 土 14-16
災害とこころのケア～人生の主導権を取り戻すた

めに～
池埜聡氏

66名
（29名）

2014 H26 定例研修委員会 2015/10/4 土 15-17
「災害支援について～精神保健福祉士の役割につ

いて考える～」
大原 26名

2015 H27 災害対策委員会 2016/1/16 土 15-17
「災害と精神保健福祉士」

講義と演習
松岡 17名

2016 H28
定例研修委員会 2016/10/1 土 15-17 「災害支援（熊本支援についての報告）」 中野善、松岡、上野山 26名

災害対策委員会 2016/11/5（土）10～ 災害時安否情報確認訓練 回答者 63名

2017 H29 定例・災害対策委員会合同 2017/12/2 土 13:30-17 「精神保健福祉士と災害支援」 鳥取県 廣江仁氏 24名

2018 H30

ソーシャルワーカーデー
2018inわかやま

2018/7/29 日
13:30-
16:30

「災害ソーシャルワークの可能性」
災害ボランティアセン

ター長
野尻紀恵氏 89名

シンポジスト
社）関口氏／M）川口氏／

精）大原

災害対策委員会
（臨床心理士会合同）

2019/1/13 日
13:15-
16:30

「災害時に臨床心理士と精神保健福祉士にできる
ことは？」

日赤 益田充氏 43名
（23名）

実践報告 臨）柿原氏／精）大原

2019
H31

（R1）

定例研修委員会 2019/4/6 土 15-17
「全国災害対策委員会
講習会伝達研修」

田中 20名

近畿2府4県PSW合同研修会 2019/11/3 日
9:55-
16:30

（つながろうPSW!支えあおうKinki！）
PSWとして知っておきたい「災害支援」

磯﨑
126名

（19名）

2020 R2

災害対策委員会 2020/11/7（土）10～ 災害時安否情報確認訓練 回答者 75名

災害対策委員会
2020/11/25（水）
～12/18（金）

職能団体として取り組む災害支援の在り方に関す
るアンケート

回答者 100通

災害対策委員会
定例研修委員会

2021/2/7 土 15-17
（第1部）災害対策委員会からの報告 長嶝

（第2部）「ソーシャルワーカー×災害支援活動～
突然の災害から学んだこと～」

岡山県 河合宏氏



和歌山県の特徴

（人口）和歌山県：963,579人 和歌山市：364,154人
(和歌山県HP及びH27年国勢調査参照)

和歌山県精神保健福祉士協会 事務局



災害(地震)

政府 地震調査研究推進本部 HP参照

○和歌山県周辺の主要活断層帯と海溝で起こる地震

地震 マグニチュード
地震発生確率
（３０年以内）

海溝型地震

南海トラフ 南海トラフで発生する地
震

８～９クラス ７０％～８０％

内陸の活断層で発生する地震

京都盆地−奈良盆地断層帯南部
（奈良盆地東縁断層帯）

７．４程度 ほぼ０％～５％

有馬−高槻断層帯
Ｍ７．５程度
（±０．５）

ほぼ０％～０．０４％

生駒断層帯 ７．０～７．５程度 ほぼ０％～０．２％

六甲・淡路島断層帯

主部（六甲山地南縁−淡
路島東岸区間）

７．９程度 ほぼ０％～１％

主部（淡路島西岸区間） ７．１程度 ほぼ０％

先山断層帯 ６．６程度 ほぼ０％

上町断層帯 ７．５程度 ２％～３％

中央構造線断層帯

金剛山地東縁区間 ６．８程度 ほぼ０％

五条谷区間 ７．３程度 不明

根来区間 ７．２程度 ０．００８％～０．３％

紀淡海峡－鳴門海峡区間 ７．５程度 ０．００５％～１％

大阪湾断層帯 ７．５程度 ０．００４％以下

和歌山県に被害を及ぼ
す地震は、主に太平洋側
沖合で発生する地震と、
陸域の浅いところで発生
する地震です。

県内全域が、南海トラ
フの地震で著しい地震災
害が生じるおそれがあり、
「南海トラフ地震防災対
策推進地域」に指定され
ています。また沿岸部の
１９市町は「南海トラフ
地震津波避難対策特別強
化地域」に指定されてい
ます。

https://www.jishin.go.jp/regional_seismicity/rs_kaiko/k_nankai/
https://www.jishin.go.jp/regional_seismicity/rs_kaiko/k_nankai/
https://www.jishin.go.jp/regional_seismicity/rs_katsudanso/f075_kyoto_nara/
https://www.jishin.go.jp/regional_seismicity/rs_katsudanso/f075_kyoto_nara/
https://www.jishin.go.jp/regional_seismicity/rs_katsudanso/f076_arima_takatsuki/
https://www.jishin.go.jp/regional_seismicity/rs_katsudanso/f077_ikoma/
https://www.jishin.go.jp/regional_seismicity/rs_katsudanso/f079_rokko_awaji/
https://www.jishin.go.jp/regional_seismicity/rs_katsudanso/f080_uemachi/
https://www.jishin.go.jp/regional_seismicity/rs_katsudanso/rs_chuokozosen/
https://www.jishin.go.jp/regional_seismicity/rs_katsudanso/f098_osaka-wan/


災害(台風)
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「災害時安否情報確認訓練」報告

目的

■ 災害対策委員会では、大きな災害等が発生した場合において、
協会員の安全（無事）や被災による支援の必要性を迅速に把握
することができるよう、県協会のメーリングリスト（以下、Ｍ
Ｌ）の活用をすすめてきた。平常時からメーリングリストを活
用したネットワークの構築や当協会の災害対策計画の改訂、今
後の災害訓練の開催方法などの検討に活かすことを目的とし、4

年前(平成28年11月5日)にも実施した標記訓練を実施し、比較検
討を行った。



手順/方法

■ 平成28年度の訓練参加者状況

平成28年11月5日(土)10時開始

協会員数：160名（平成28年11月1日時点）

訓練参加者/メーリングリスト登録者数：68名/113名

（返信率：60.1％ 個人メール45名 /職場メール45名 ）

■ 令和2年度の訓練参加者状況

令和2年11月7日(土) 10時開始

協会員数：173名（令和2年11月1日時点）

訓練参加者/メーリングリスト登録者数：75/117名

（返信率：64.1％ 個人メール54名 /職場メール63名 ）

＊返信率は、訓練開始7日後までの集計とす
る。



結果
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結果/考察

（考察）当協会として、協会メーリングリストへの登録は、職場でなく個人メールアド
レスの登録を推奨し、今後もよりタイムリーに協会員への情報提供を行うこと及び平時
からの協会員同士のネットワークの構築を図り、災害時の緊急連絡に備えられるよう体
制づくりを構築していきたい。

但し、スマートフォンの普及など社会的な要因もメールの返信率の増加につながったと考える。

・MLに個人メールアドレスを登録されている人の割合が増加している。

・職場メールを土曜日に読める人の割合が微増している。

・職場メールは月曜日の始業時間でないと読めない人が多い。

・参加しなかった（できなかった）理由として

自身・家族の都合、訓練が行われていることを知らなかった、特に理由はない、

MLに登録していない、職場の都合 （アンケート報告による）



「職能団体として取り組む災害支援
の在り方に関するアンケート」報告

目的

■ 近年、全国各地で地震、風水害等の災害が発生しており、和歌山県
においても決して例外ではないことから、その備えとして、本協会
災害対策委員会では、災害対策計画（平成27年5月30日策定/平成
31年3月11日改訂）の見直しや災害に関する研修会等を実施してき
た。今後も計画の見直しを行う予定にしており、その過程で協会員
の現況や経験、意見を把握するため標記アンケートを実施した。

■ 令和2年11月 和歌山県精神保健福祉士協会 災害対策委員会作成

■ 熊本県社会福祉士会 災害アンケートを引用



手順/方法

■ 「職能団体として取り組む災害支援の在り方に関するアンケート」

の結果について統計的に処理する。

■ 協会員数：173名（アンケート返信100通/回収率57.8％）

■ 倫理的配慮

本アンケートの回答をもって、調査・研究発表にご賛同いただいたも
のとする。回答については、目的外の使用を行わないことはもちろん、
データについても個人が特定されないようにし、厳正に管理する。あく
まで任意であるため、協力しないことで不利益を被ることは一切ないこ
と、また調査の結果に関しては、本協会定例研修会や精神保健福祉に関
する学会などの場で、報告・発表させていただく旨を明記した。



アンケート内容



結果1
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20%

27%
38%

13%
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経験年数(N＝97)
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■ 年齢は、40代(40％)が最も高く、次いで30代(33％)であった。

■ 経験年数では、10年以上20年未満(38％)が高く、次いで5年以上
10年未満(27％)であった。



結果1（居住地）

・紀北 67％ (66%)

・紀中 6％ (15%)

・紀南 19％ (19%)

・県外 8％

N=100, ()内は県人口(2020.4)比率



結果2-1（災害訓練への参加経験）複数回答

どこで参加

所属
職場 地元地域

DPAT等
団体

なし

医療 74.4% 28.2% 28.2% 15.4%

障害 77.8% 25.9% 0.0% 11.1%

介護 50.0% 50.0% 0.0% 25.0%

行政 83.3% 41.6% 33.3% 8.0%

その他(※) 100% 40% 0.0% 0.0%
（※）社会福祉協議会、学校関係、一般社団法人など



結果2-2（災害支援活動の経験）複数回答

所属

被災者を支
援（※1）

被災地に赴
いて支援

避難してき
た人を

支援（※2）

被災地で活
動する支援
者を支える
活動

被災地の
ニーズ、状
況を広報す
る活動

新たな災害
を予防する
活動

なし

医療 2.6% 15.4% 0.0% 7.7% 10.3% 12.8% 66.7%

障害 7.4% 29.6% 3.7% 3.7% 3.7% 18.5% 55.6%

介護 0.0% 0.0% 25.0% 50.0% 0.0% 25.0% 25.0%

行政 0.0% 41.6% 4.1% 12.5% 8.3% 12.5% 41.6%

その他 0.0% 40% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 60.0%
（※1）被災地において被災しつつも業務として被災者を支援する活動 （※2）非被災地に避難してきた人を支援する活動



結果3

■ 被災の経験では、停電、断水、交通手段の遮断を経験されている方順に多い。

■ 風雨災害関連での被災経験は多いものの、巨大地震や津波の経験者は少ない。

■ 被災経験に共通した備蓄はされている。
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これまでの被災の経験

停電 断水

ガス ガス供給の停止

通信被害 家屋の損傷

交通手段の遮断 心身の不調

怪我等の身体への被害 経験はない

その他
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被災された災害の種類
前問であると回答された方(N=82)

暴風 竜巻 豪雨 豪雪 洪水

崖崩れ 土石流 高潮 地震 津波

噴火 地滑り その他

79
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74

59

44 43

55

42

62

91

71

57

2

1

家庭での備蓄

水 ポリタンク 食料品

カセットコンロ 新聞紙 簡易トイレ

救急箱 予備バッテリー ラジオ

懐中電灯 乾電池 ろうそく

その他



結果4

46%

48%

6%

当協会主催の災害研修に参加したことがある

か(N=100)

ある

ない

わからない

26

7 0 7 1 10 0

災害研修に参加できなかった理由

(N＝48)

自身、家族の都合

職場業務の都合

他の職能団体に所属しているため

研修会が開催されていることを知らなかった

他の災害に関する研修会に参加しているため

特に理由はない

その他

■ 当協会の災害研修に参加したことがあるは、全体の約半数48％であった。

■ 災害研修に参加できない理由としては、「自身、家族の都合」が最も高い。



結果5
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0

災害時の本協会の対応

協会員の安否確認 被災状況の把握

支援状況の把握 日本協会と連携

自治体と連携 避難所支援

支援の必要性の把握 他職能団体との連携

支援情報の発信 メンタルヘルス関連情報の発信

支援を行っている協会員のサポート その他

26 39
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15 41 0

協会の体制整備で必要なこと

ホームページの充実

災害対策計画の見直しと周知

定期的な災害研修

情報発信

協会員の連絡体制整備

災害訓練（メールでの安否情報確認訓練を含む）

事務局の機能分散

災害時の協会運営体制の確立

その他

■ 「災害時の本協会の対応」で高い値を示したのは、支援を行っている協会員へ
のサポート、被災状況の把握、協会員の安否確認の順であった。

■ 「協会の体制整備で必要なこと」は、災害研修と情報発信の値が高く、現在
行っている体制整備を引き続き行っていくことも期待されている。



考察
■ 「職場」での訓練の意義は大きく、職場での対応と「災害への意識付け」に役立っ
ていると考える。

■ 直接的な災害支援活動の経験は、多くの協会員に経験は少ない結果であったが、広
報活動や2次的な災害支援の活動にも携わられている結果が見られた。

■ 県協会の多くの方が、災害を経験されており、備蓄をされていることが分かった。

■ 「当協会の災害研修に参加したことがある」方は、全体の半数であった。昨年度よ
り、オンラインを活用した研修会も開催している。集合研修だけでなく、協会員全
体に少しでも参加していただけるよう企画の検討を行っていきたい。

■ 「支援を行っている協会員へのサポート」は、支援者支援の重要性を再確認した。
支援者のストレスケア、吐き出す場の提供も協会の役割として意識する必要があ
る。

■ 「協会の体制整備で必要なこと」は、現在の取り組みも一定の評価にあると考え
る。継続して、協会員に災害を自分事と捉えてもらえるような体制整備に努めた
い。



まとめ

■ 今回の「災害時安否情報確認訓練」及び「職能団体として取り組む災
害支援の在り方に関するアンケート」の実施は、現在の当委員会の活
動を振り返る機会、今後の災害対策計画の見直しに向けて行った。

■ 災害が発生することを意識し、日頃から協会員同士が顔の見えるネッ
トワークの構築が不可欠であり、その体制を整備するための委員会の
役割、災害対策計画を活用する必要性が示唆された。

■ 積極的な情報発信は、当委員会の役割として協会員に求められている
機能の一つであり相違はみられなかった。

■ 和歌山県の地域特性を踏まえた計画に改定していくための指標が得ら
れた。地域柄を反映し、手元に置き、確認できるツールとして災害対
策計画を見直していく。
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